
入 札 公 告

掲示 第１号
次のとおり南与座（２４）訓練場新設等土木工事ほか４０件に伴い発生した物品（鉄屑
及び銅屑等）の売払い処分を実施します。

平成２７年７月２７日
契約担当官
沖縄防衛局長

井上 一徳

１ 競争入札に付する事項
（１）売払い物品 鉄屑、銅屑、アルミ屑、ステンレス屑 合計 約 1,102 t

（２）入札の方法 一般競争入札

２ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項
（１）平成２５・２６・２７年度一般競争参加資格審査（全省庁統一資格）において

「物品の買受け(その他)」資格についてＡ、Ｂ又はＣの資格（九州・沖縄地域）を
有すると認定された者。

（２）古物営業対象物品について、転売の目的をもって競争入札に参加する者で、都
道府県公安委員会の発行する｢古物商許可証｣を有する者。

（３）予算決算及び会計令(昭和２２年勅令第１６５号。以下｢予決令｣という。)第７
０条及び第７１条の規定に該当しない者。

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申立てが
なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生開始
手続開始の申立てがなされている者でないこと。

（５）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第７条第５
項第４号イからヌ並びに同法第１４条第５項第１号及び第２号イからヘの規定の
いずれにも該当しない者であること。

（６）契約担当官から取引停止等の措置を受けている期間中の者ではないこと。

（７）物品搬出時において保管場所（施設）等に損害を与えた場合、原状回復を実行
できる者であること。

（８）暴力団関係業者の排除
ア 都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等から排除する
よう要請があり、当該状態が継続している有資格業者については、競争参加を認
めない。

イ 入札後、契約を締結するまでの間に、都道府県警察から暴力団関係業者として
防衛省が発注する工事等から排除するよう要請があり、当該状態が継続している
有資格業者とは契約を行わない。

３ 契約条項を示す場所
沖縄県中頭郡嘉手納町字嘉手納２９０番地９
担当係：沖縄防衛局管理部業務課業務係
電 話：０９８－９２１－８１３１ 内線４０９



４ 競争入札の日時及び場所
（１）日 時 平成２７年８月１１日（火）午前１０時００分

（２）場 所 沖縄県中頭郡嘉手納町字嘉手納２９０番地９
沖縄防衛局４階 講堂３

５．入札説明書の交付期間及び競争参加資格資料の提出期限：
（１）競争参加希望者は、沖縄防衛局において「資格審査結果通知書（全省庁統一資

格）」の写しを提出の上、入札説明書の交付を受け、「売払競争入札参加申請書」
及び「古物商許可証」の写しを期限までに提出しなければならない。

（２）交 付 期 間：平成２７年７月２７日（月）から同年８月１０日（月）まで（行政機
関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に
規定する行政機関の休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで。
ただし、正午から午後１時までの間を除く。

（３）交 付 場 所：３に同じ

（４）提 出 期 限：平成２７年８月１０日（月）午後５時

（５）提 出 先：３に同じ

６ 現場説明会の日時及び場所
現場説明会に参加する者は、平成２７年８月４日（火）午後５時まで（行政機関の休日
に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日を除
く毎日、午前９時から午後５時まで。ただし、正午から午後１時までの間を除く。）に別
紙様式により担当係に申し出ること。

現場説明会
（１）日 時 平成２７年８月５日（水）午前８時３０分～午後４時
（２）場 所 航空自衛隊知念分屯基地、航空自衛隊与座岳分屯基地、

航空自衛隊那覇基地、陸上自衛隊那覇駐屯地、海上自衛隊沖縄基地隊
（３）集合場所 航空自衛隊知念分屯基地正門

７ 入札保証金及び契約保証金に関する事項
免除

８ 入札の無効
本公告に示した入札参加に必要な資格のない者のした入札及び入札に関する法令等
違反した入札は無効とする。

９ その他
詳細については、「施設発生物品等の売払競争入札説明書」による。

以 上



別紙

現場説明会参加者名簿

フリガナ 身長（ｃｍ）

氏　　名 体重（ｋｇ）

※　別添｢誓約書｣と併せて提出願います。

担当者連絡先：

氏　 名：

連絡先：

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本 籍 地 現 住 所 生 年 月 日
車両情報
（車会社、車両名、車両タイプ、
色、年式、車両番号）



別 添

誓 約 書

平成 年 月 日

契約担当官

沖縄防衛局長

井上 一徳 殿

会 社 名

代表者名

担当者名 ○印

今般の施設発生物品等の売り払いの競争入札に関し、私的独占の禁止及び公正取引の確

保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）等に抵触する行為は行っていないことを誓約

するとともに、今後とも同法等を遵守することを誓約します。

なお、この誓約書の写しが､公正取引委員会に送付されても異存はありません。


